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７．個 別 財 務 諸 表 等 
 

 （１） 中 間 貸 借 対 照 表  
 （単位：百万円） 

 ２００３年９月中間期 ２００２年９月中間期 ２００３年３月期 

科 目 ( 2 0 0 3 . 9 . 3 0 ) ( 2 0 0 2 . 9 . 3 0 ) （ 2 0 0 3 . 3 . 3 1 ） 

 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

( 資 産 の 部 )  ％  ％  ％ 

 Ⅰ 流 動 資 産       

現 金 及 び 預 金 ８,４２８  １０,１６０  ９,２１７  

受 取 手 形 ５１７  ７３７  ５８２  

売 掛 金 ３,５３４  ２,８２４  ３,４９１  

た な 卸 資 産 ２,６０７  ２,７２８  ２,３９９  

そ の 他 ２,２８４  １,８２６  ３,００２  

貸 倒 引 当 金  △    １４  △    １３  △    １４  

流 動 資 産 合 計 １７,３５９ 37.6 １８,２６５ 38.9 １８,６７８ 40.5 

 Ⅱ 固 定 資 産       

 １． 有 形 固 定 資 産        

建 物 １０,１９６  １０,１２２  １０,１８４  

機 械 及 び 装 置 １,１５０  １,１４３  １,１４６  

工 具 器 具 備 品 ４,５８６  ４,３６３  ４,４１２  

土 地 ４,１３６  ４,１３６  ４,１３６  

建 設 仮 勘 定 ２  １５  ３  

そ の 他 ７３４  ７３０  ７３２  

減 価 償 却 累 計 額 △１０,９１４  △１０,３３８  △ １０,６５２  

有 形 固 定 資 産 合 計 ９,８９１ 21.4 １０,１７３ 21.7 ９,９６３ 21.6 

２． 無 形 固 定 資 産  ４１２ 0.9 ３８８ 0.8 ３８４ 0.9 

３． 投 資 そ の 他 の 資 産        

投 資 有 価 証 券 １１,９４６  １２,６５９  １１,６８４  

長 期 貸 付 金 １,４８８  １,５０６  １,５１２  

そ の 他 ５,６０２  ３,９９７  ４,２７０  

投 資 評 価 引 当 金 －  △    ７９  －  

貸 倒 引 当 金 △   ５１２  △     ６  △   ４１６  

投資その他の資産合計 １８,５２４ 40.1 １８,０７６ 38.6 １７,０５０ 37.0 

固 定 資 産 合 計 ２８,８２８ 62.4 ２８,６３８ 61.1 ２７,３９７ 59.5 

資 産 合 計 ４６,１８８ 100.0 ４６,９０４ 100.0 ４６,０７６ 100.0 
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 （単位：百万円） 

 ２００３年９月中間期 ２００２年９月中間期 ２００３年３月期 

科 目 ( 2 0 0 3 . 9 . 3 0 ) ( 2 0 0 2 . 9 . 3 0 ) （ 2 0 0 3 . 3 . 3 1 ） 

 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

( 負 債 の 部 )  ％  ％  ％ 

 Ⅰ 流 動 負 債        

買 掛 金 １,５２３  １,４２６  １,６０２  

短 期 借 入 金 １,５０２  ２,５００  １,５００  

未 払 法 人 税 等 ２０４  ６２１  １７８  

賞 与 引 当 金 ６５３  ５９８  ５０３  

そ の 他 ８７７  ６１７  １,４１９  

流 動 負 債 合 計 ４,７６０ 10.3 ５,７６４ 12.3 ５,２０３ 11.3 

 Ⅱ 固 定 負 債        

退 職 給 付 引 当 金 ６５  －  ３１  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  １４３  １４８  １５７  

そ の 他           １６  １６  １６  

固 定 負 債 合 計     ２２５ 0.5 １６４ 0.3 ２０５ 0.4 

負 債 合 計     ４,９８６ 10.8 ５,９２８ 12.6 ５,４０９ 11.7 

( 資 本 の 部 )       

 Ⅰ 資 本 金  ９,２７４ 20.1 ９,２７４ 19.8 ９,２７４ 20.1 

 Ⅱ 資 本 剰 余 金        

  １．資  本  準  備  金  １０,８００  １０,８００  １０,８００  

  ２．そ の 他 資 本 剰 余 金  ０  －  －  

資 本 剰 余 金 合 計 １０,８００ 23.4 １０,８００ 23.0 １０,８００ 23.5 

 Ⅲ 利 益 剰 余 金        

  １．利  益  準  備  金  ８４７  ８４７  ８４７  

  ２．任  意  積  立  金  ２１,０３０  ２１,３３６  ２１,３３６  

  ３．中 間 未 処 分 利 益    

又は当期未処理損失（△） 
５９９ 

 
４２ 

 
△    ５４ 

 

利 益 剰 余 金 合 計 ２２,４７７ 48.7 ２２,２２６ 47.4 ２２,１２９ 48.0 

Ⅳ 土 地 再 評 価 差 額 金  △ １,２９５ △ 2.8 △ １,２６５ △ 2.7 △ １,２９５ △ 2.8 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  １９６ 0.4 ５４ 0.1 ９ 0.0 

Ⅵ 自 己 株 式  △   ２５１ △ 0.6 △   １１４ △ 0.2 △   ２５１ △ 0.5 

資 本 合 計 ４１,２０２ 89.2 ４０,９７５ 87.4 ４０,６６７ 88.3 

負 債 及 び 資 本 合 計 ４６,１８８ 100.0 ４６,９０４ 100.0 ４６,０７６ 100.0 
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 (２) 中 間 損 益 計 算 書 
 
 （単位：百万円） 

 ２００３年９月中間期 ２００２年９月中間期 ２００３年３月期 

科 目 (2003.4.1～2003.9.30) (2002.4.1～2002.9.30) (2002.4.1～2003.3.31) 

 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

  ％        ％  ％ 
 Ⅰ 売     上     高 １５,０１８ 100.0 １４,３８２ 100.0 ２８,０１６ 100.0 
 Ⅱ 売   上   原   価 １１,１１２ 74.0 １０,９７５ 76.3 ２１,１９６ 75.7 

売 上 総 利 益 ３,９０５ 26.0 ３,４０７ 23.7 ６,８２０ 24.3 

 Ⅲ 販売費及び一般管理費  ３,４６６ 23.1 ３,３３０ 23.2 ６,８２５ 24.3 

営業利益又は営業損失（△） ４３９ 2.9 ７６ 0.5   △   ５ △ 0.0 

 Ⅳ 営  業  外  収  益 ４９２ 3.3 ５５６ 3.9 ８０１ 2.9 

受 取 利 息 ７７  ７９  １５５  
受 取 配 当 金 ３８６  ４４６  ５６２  
そ の 他 ２８  ３０  ８３  

 Ⅴ 営  業  外  費  用 １３５ 0.9 ４１ 0.3 ２３ 0.1 

支 払 利 息 ４  ７  １３  

そ の 他 １３１  ３３  １０  

経 常 利 益 ７９６ 5.3 ５９２ 4.1 ７７３ 2.8 

 Ⅵ 特   別   利   益 ７４７ 5.0 １ 0.0 １,９７１ 7.0 

関 係 会 社 株 式 売 却 益 ７２７  －  －  
そ の 他 １９  １  １,９７１  

 Ⅶ 特   別   損   失 ７９０ 5.3 １４２ 1.0 ３,０２６ 10.8 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 －  １３６  ７６１  
関係会社出資金評価損 ６４０  －  ６２  
そ の 他 １４９  ６  ２,２０３  

税 引 前 中 間純利益又は 
税引前当期純損失（△） 

７５３ 5.0 ４５１ 3.1 △ ２８１ △ 1.0 

法人税､住民税及び事業税 ２１０ 1.4 １９４ 1.3 １２７ 0.5 

過 年 度 法 人 税 等 － － ５６０ 3.9 ５６０ 2.0 

法 人 税 等 調 整 額 △  ２０ △ 0.1 △  ２５ △ 0.2 △ ８１０ △ 2.9 

中 間 純 利 益 
又は中間(当期)純損失（△） 

５６３ 3.7 △ ２７７ △ 1.9 △ １５８ △ 0.6 

前 期 繰 越 利 益 ３６  ３２０  ３２０  

中 間 配 当 額 －  －  ２１６  

中 間 未 処 分 利 益    
又は当期未処理損失（△） 

５９９ 
 

４２ 
 
△  ５４ 
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［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］  
1. 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 
 子会社株式及び関連会社株式 …………… 移動平均法による原価法 
 その他有価証券 
 時価のあるもの ………………………… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定） 

 時価のないもの ………………………… 移動平均法による原価法 
(2) たな卸資産 
 商品，製品，原材料及び仕掛品 ………… 総平均法による低価法 
 貯蔵品 ……………………………………… 最終仕入原価法 
(3) デリバティブ ………………………………… 時価法 
2. 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 ………………………………… 定率法 

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）
については定額法 
なお、主な耐用年数は以下の通り 
建    物    31～50年 
工具器具備品     2～ 6年 

(2) 無形固定資産 ………………………………… 定額法 
ただし、市場販売目的のソフトウェアについては販売可能有効期間
における見込販売数量に基づく方法、自社利用のソフトウェアにつ
いては社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法 

(3) 長期前払費用 ………………………………… 定額法（主として5年で償却） 
3. 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 …………………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

(2) 賞与引当金 …………………………………… 従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上して
います。 

(3) 退職給付引当金 ……………………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生し
ていると認められる額を計上しています。なお、会計基準変更時差異
（324百万円）については、5年による按分額を費用処理しています。
国内子会社の解散により受け継いだ過去勤務債務は、その発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法に
より、受け継いだ事業年度から費用処理しています。数理計算上の差
異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10 年）による定率法により、発生年度の翌事業年度から費用
処理しています。 

(4) 役員退職慰労引当金 ………………………… 役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく中間期末要
支給額を計上しています。 

4. リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
5. 消費税等の処理方法 
税抜方式で処理しています。 
なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動資産の「その他」に含めて表示しています。 

6. 中間会計期間に係る税額計算方法 
中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当期において予定している利益処分による特別償却準備金の
取崩しを前提として、当中間会計期間に係る金額を計算しています。  
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［注記事項］  
（中間貸借対照表関係） (単位：百万円) 

 ２００３年９月中間期 ２００２年９月中間期 ２００３年３月期 
 （2 0 0 3 . 9 . 3 0） （2 0 0 2 . 9 . 3 0） （2 0 0 3 . 3 . 3 1） 

担 保 提 供 資 産 及 び 対 応 債 務    
担 保 提 供 資 産 ２，７１８ ２,７９８ ２,７５６ 
対 応 す る 債 務 １，５６１ ２,１８７ １,６５８ 
保 証 債 務 ７３１ ４９１ ５４９ 
輸 出 手 形 割 引 高 １７０ ３４４ ２０８ 
 

（中間損益計算書関係）                               （単位：百万円） 
 ２００３年９月中間期 ２００２年９月中間期 ２００３年３月期 

 （2003.4.1～2003.9.30） （2002.4.1～2002.9.30） （2002.4.1～2003.3.31） 
減  価  償  却  実  施  額    
有 形 固 定 資 産 ３８７ ３９０ ８４０ 
無 形 固 定 資 産 ７９ ６８ １３８ 

過 年 度 法 人 税 等  

－ 

海外子会社との取引価
格に関連して、1997 年 3
月期から1999年3月期ま
での法人税の更正による
追加税の総額を計上して
います。 

同 左 

（リース取引関係） 

項     目 
２００３年９月中間期 
（2003.4.1～2003.9.30） 

２００２年９月中間期 
（2002.4.1～2002.9.30） 

２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 
（2002.4.1～2003.3.31） 

リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引 

   

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末 ( 期 末 ) 残 高 相 当 額 

  取得価額

相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期 
末残高 
相当額 

   取得価額

相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期 
末残高 
相当額 

   取得価額

相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 

相 当 額 

 

  機械及
び装置 

百万円 

１３４ 

百万円 

１２８ 

百万円 

５ 

  機械及
び装置 

百万円 

１３４ 

百万円 

１０６ 

百万円 

２７ 

  機械及
び装置 

百万円 

１３４ 

百万円 

１１７ 

百万円 

１６ 

 

  工具器 
具備品 

１６ ７ ８   工具器 
具備品 

１ １ ―   合 計 １３４ １１７ １６  

  合 計 １５０ １３６ １４   その他 ６ ５ ０    

        合 計 １４１ １１３ ２８   

 

 

    

未 経 過 リ ー ス 料 

 

中間期末(期末)残高相当額 

１年以内    ９百万円 
１年超     ５百万円 
合 計    １５百万円 

１年以内   ２４百万円 
１年超     ６百万円 
合 計    ３１百万円 

１年以内   １８百万円 
１年超     －百万円 
合 計    １８百万円 

支 払 リ ー ス 料 １４百万円 １３百万円 ２６百万円 
減 価 償 却 費 相 当 額 １２百万円 １２百万円 ２３百万円 
支 払 利 息 相 当 額 ０百万円 ０百万円 １百万円 
減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額
法によっています。 

同 左 同 左 

利 息 相 当 額 の 算 定 方 法 リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各期への配分方
法については、利息法によって
います。 

同 左 同 左 

 
 
 



（ローランド） 

                         －  － 32

 
（有価証券関係） 

 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 （単位：百万円） 

2003年9月中間期(2003.9.30) 2002年9月中間期(2002.9.30) 2003年3月期(2003.3.31) 
種類 中間貸借対 

照表計上額 
時 価 差 額 

中間貸借対 
照表計上額 

時 価 差 額 
貸借対照 
表計上額 

時 価 差 額 

子会社株式 2,323 7,372 5,049 2,778 5,553 2,775 2,778 6,047 3,269 

 
 


